沖縄県障害者自立支援対策臨時特例基金特別対策事業補助金交付要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（平成19年３月７日制定）
（平成19年９月21日改正）
（趣旨）
第１条　知事は、障害者自立支援法（平成17年法律第123号）（以下「新法」という。）に基づく新たな事業に直ちには移行できない事業者の経過的な支援等、新法への円滑な移行の促進を図るため、沖縄県障害者自立支援対策臨時特例基金特別対策事業補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内において交付するものとし、補助金の交付については、沖縄県補助金等の交付に関する規則（昭和47年沖縄県規則第102号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めによるところによる。
（交付対象事業）
第２条　この補助金は、次の事業を交付の対象とする。
　(１)　事業者に対する激変緩和措置
①　事業運営円滑化事業
②  通所サービス利用促進事業
　(２)　新法への移行等のための緊急的な経過措置
　　　①　小規模作業所緊急支援事業
 　　 ②  デイサービス事業等緊急移行支援事業
      ③　障害者自立支援基盤整備事業
      ④  地域移行・就労支援推進強化事業
      ⑤　相談支援体制整備特別支援事業
      ⑥　障害児を育てる地域の支援体制整備事業
      ⑦　障害者自立支援法施行円滑化事務等特別支援事業
      ⑧　就労意欲促進事業
      ⑨　事業者コスト対策事業
      ⑩　進行性筋萎縮症者療養等給付事業に対する激変緩和措置事業
      ⑪　オストメイト（人口肛門・人口膀胱造設者）対応トイレ設備緊急整備事業
      ⑫　視覚障害者等情報支援緊急基盤整備事業
（交付額の算定方法）
第３条　この補助金の交付額は、次により算定された額の合計額とする。
　(１)　別表に定める基準額と対象経費の支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他収入額を控除した額とを比較していずれか少ない方の額を選定する。
　(２)　(1)により算定した額と申請団体が補助（支出）した額とを比較していずれか少ない方の額に別表に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。ただし、算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。
（補助金の交付申請）
第４条　補助金の交付申請は、沖縄県障害者自立支援対策臨時特例基金特別対策事業補助金交付申請書（第１号様式）を知事が別に定める日までに知事に提出して行うものとする。
（交付の条件）
第５条　この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。
　(１)　沖縄県障害者自立支援対策臨時特例基金特別対策事業（以下「特別対策事業」という。）の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けなければならない。
　(２)　特別対策事業を中止し、又は廃止する場合は、知事の承認を受けなければならない。
　(３)　特別対策事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、これを特別対策事業完了後５年間保管しておかなければならない。
　(４)　特別対策事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに特別対策事業により取得し、又は効用の増加した価格が50万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数を経過するまで、知事の承認を受けないで、この特別対策事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
　(５)　知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。
　(６)　特別対策事業により取得し、又は効用の増加した財産については、特別対策事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。
　(７)　特別対策事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。
　(８)　特別対策事業を行う者が(１)から(７)により付した条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一部を県に納付させることがある。
　(９)　特別対策事業と対象経費を重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。
（申請の取下げ）
第６条　この補助金の交付の申請を取下げようとするときには、交付決定の通知を受けた日から起算して30日以内に、その旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。
（変更申請手続）
第７条　この補助金の交付決定後に事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等を行う場合には、第４条に定める手順に従い、知事が別に定める日までに行うものとする。
（補助金の交付）
第８条　この補助金は、規則第13条の規定による補助金の確定後に交付するものとする。ただし、知事は事業の円滑な遂行を図るため必要と認めるときは、概算払いにより交付することができるものとする。
（補助金の請求）
第９条　前条の規定により補助金の交付を受けようとするものは、補助金請求書（第２号様式）を知事に提出しなければならない。
（事業の実績報告）
第10条　この補助金の実績報告は、事業完了後１箇月以内又は翌年度の４月10日のいずれか早い日までに沖縄県障害者自立支援対策臨時特例基金特別対策事業補助金実績報告書（第３号様式）を知事に提出して行わなければならない。
　　　附　則
１　この要綱は、平成19年３月７日から施行し、平成18年度の予算から適用するものとする。
２　この要綱は、平成21年３月31日までとする。
　　　附　則
　この要綱は、平成19年９月21日から施行し、平成19年度の予算から適用する。
